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完全子会社であるミサワホーム東海株式会社の吸収合併に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるミサワホーム東海株式会社（以

下「M東海」という）を、平成 28 年 4 月 1日を目途に当社に吸収合併することを決議しましたの

でお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易合併・略式合併のため、開示事項・内容を一部省

略して開示しております。 

 
１．合併の目的 

当社は昨年度よりスタートした新中期経営計画（テーマ：「MISAWA do all」）において５

つのミッションを掲げ、「do all Area（エリア強化・シェアアップ）」では首都圏ディーラーの

体制強化、再編等により戸建住宅のシェアアップを図り、「do all Correct （グループ体制の

最適化）」では首都圏の施工機能の集約・統合による機動的な施工体制の構築を目指してまいり

ました。本年 10 月１日には首都圏におけるディーラー４社を当社に吸収合併し、直販化するこ

とにより販売体制、施工体制の強化と業務効率の向上を図っております。 

本件はこれらの首都圏での構造改革を踏まえて、M 東海を当社に吸収合併し東海地区を直販化

することにより、経営の効率化と意思決定の迅速化をより一層図り、ミサワホームグループとし

ての更なる企業価値向上を目的とするものです。 

 

２．合併の要旨 

（１） 合併の日程 

平成 27 年 11 月 26 日   合併承認取締役会 

平成 27 年 12 月     合併契約締結（予定） 

平成 28 年 1 月      合併公告、債権者保護手続き開始（予定） 

平成 28 年 4 月 1日    合併期日（効力発生日）（予定） 

 

（２） 合併の方式 

ミサワホーム株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、M東海は解散いたします。 

 



（３） 合併に係る割当ての内容 

吸収合併される M 東海は当社の１００％子会社であるため、本合併による新株式の発行

及び合併交付金の支払いは行われません。 

 

（４） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

吸収合併される M東海は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

  

３．合併当事会社の概要（平成２７年３月３１日現在） 

 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1)名称 ミサワホーム株式会社 ミサワホーム東海株式会社 

(2)所在地 
東京都新宿区西新宿 2-4-1 

新宿 NSﾋﾞﾙ 
愛知県名古屋市新栄 2-19-6 

(3)代表者 代表取締役 竹中宣雄 代表取締役 石川幸彦 

(4)事業内容 

・建物及び構築物の部材の製造及び

販売 

・建築、土木、外構、造園その他工の

設計、請負、施工及び監理   他

主に愛知県、岐阜県、三重県エリアに

おける 

・住宅の建築工事請負及び設計監理 

・建売分譲住宅の施工及び販売 他  

(5)資本金 10,000 百万円 450 百万円

(6)設立年月日 平成 15 年 8 月 1日 昭和 44 年 3 月 17 日

(7)発行済株式数 37,352,991 株 13,100,000 株

(8)決算期 3 月 31 日 3 月 31 日

(9)大株主及び持株比率 

トヨタホーム株式会社 27.8% 

あいおいﾆｯｾｲ同和損害保険株式会社 

5.3% 

ミサワホーム株式会社 100％ 

(10)直前事業年度の財政状態及び経営成績（平成 27 年 3 月期）※ 

純資産 42,747 百万円 2,996 百万円

総資産 224,617 百万円 13,465 百万円

１株当たり純資産 1,080 円 98 銭 228 円 73 銭

売上高 409,794 百万円 30,777 百万円

営業利益 5,824 百万円 367 百万円

経常利益 5,206 百万円 373 百万円

当期純利益 3,309 百万円 517 百万円

１株当たり当期純利益 88 円 73 銭 39 円 53 銭

※吸収合併存続会社は連結の数値を記載しております。 

４．合併後の状況 

合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はご

ざいません。 

  

５．今後の見通し 

本合併が当社の連結の業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


